
	 まえがき

近年、周波数 30 MHz 以下の電波は、従来のラジオ
放送や業務用無線通信に加えて、IH 調理器や非接触
給電装置、非接触 IC カードといった、従来と異なる
新しい使い方がなされるようになってきた。両者が同
じ周波数帯を共用するためには、実際に電磁界を測定
して、干渉や混信が無いことを確認する必要がある。
また、AC 電源アダプタや LED 電球をはじめとした
スイッチングレギュレータを内蔵した電気電子機器が、
我々の身近なところで広く使われるようになってきて
おり、意図せずに放射される電磁雑音を規制するため
に、測定を行う必要性が高まっている。このような背
景から、NICT では、ISO/IEC17025 規格を満足する
ことを証明する ASNITE 認定を取得し、校正サービ
スを 2015 年 7 月より開始、無線通信用、電磁雑音測
定用と区別することなく、すべての測定に利用でき、
かつ、国際的にも通用する較正証明書を発行できるよ
うに体制を整備した。

30 MHz 以下の電磁界強度測定には、従来から、波
長に比べて寸法が十分小さなループアンテナが用いら
れてきた。NICT では、電波研究所の時代からループ
アンテナの校正に関する研究開発及び校正サービスを
行っている [1]。ループアンテナの校正を行う方法に
は、送信ループアンテナから発射する磁界を、被校正
アンテナ（受信アンテナ）を鎖交する磁界を理論的に
求める「標準磁界法」が用いられてきた。送信ループ
アンテナから発射する磁界の強さは、送信ループアン
テナのエレメントを流れる高周波電流を正しく測定す
ることによって決定する。エレメントを流れる高周波
電流は、エレメントに取り付けられた変換素子を用い
て、エレメントを流れる高周波電流を直流電圧に変換
して測定する。変換素子としては、交流電流を熱に変
換する抵抗体と、熱によって直流電圧を生じる熱電対

が真空ガラスの中に封じ込められたものが用いられる。
このとき、送信ループアンテナから発射した磁界強度
の正しさ及び国家標準へのトレーサビリティは、変換
素子の変換係数を正しく校正することによって保持で
きる。しかしながら、この校正は煩雑であるなど精度
の向上には限界があった [2][3]。

この問題を解決するために、近年、NICT で新たな
校正法を開発し [4][5]、校正サービスを開始した。こ
の方法は、従来と同じ「標準磁界法」に分類される方
法であるが、従来の方法のように異なる物理量から求
める校正法ではなく、校正済みのループアンテナから
別のループアンテナを校正する方法である。この校正
法の特長は、高周波電流ではく高周波電力を測定する
点と、ループアンテナを用いて国家標準とのトレーサ
ビリティを確保する点である。本稿では、実際に市販
のループアンテナを校正した結果を示し、校正結果に
付随する不確かさの評価方法について解説する。

	 磁界アンテナ係数の定義と使用法

ループアンテナは、ループ面を鎖交する磁界によっ
て起電力が生じることで動作する。そのため、ループ
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図 1　磁界強度の測定と磁界アンテナ係数の定義
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30 MHz 以下の周波数において磁界を測定するために用いるループアンテナの校正について、
近年、開発した方法について解説する。近年の電波利用の多様化・多目的化に対応するために、
無線設備の試験だけでなく放射妨害波測定（EMI 測定）にも使用できるよう、ISO/IEC17025 規格を
満たしていることを証明する ASNITE 認定を取得し、国際的にも通用する校正値の提供を開始した。

Title:K2016E-02-05-01.indd　p63　2016/12/15/ 木 14:42:52

63

2　較正技術の研究開発



アンテナの特性は、図 1 に示すように、ループ面を鎖
交する磁界強度 H と、ループアンテナに接続された
受信機に生じる電圧 V との比を使って

V
HFaH    [S/m]　　（1）

と定義する。この FaH を「磁界アンテナ係数」と呼ぶ。
通常は、

aH10
dB

aH log20 FF    [dB（S/m）]　　（2）

として dB で表記して用いる。単位は、dB（S/m）で
ある。ループアンテナを較正することによって、磁界
アンテナ係数をあらかじめ求めておけば、受信機の出
力電圧 V を読むことで、次式を用いて、アンテナを
鎖交した磁界の強度を知ることができる。

[dB(S/m)]    V)][dB(      A/m)][dB(   dB
aH

dBdB FVH    
 （3）

送信源が十分遠方に存在し、平面波を受信している場
合には、自由空間中における波動インピーダンス

（    0.3771200   ）を加えて、

)][dB( 51.53[dB(S/m)]    V)][dB(      V/m)][dB(   dB
aH

dBdB  FVE   

 （4）

を 用 い て、 電 界 強 度 に 換 算 す る こ と が で き る。

（　　　　　　　　）

	 校正法

ループアンテナを校正する方法は、すでに幾つもの
方法が提案されており [6]–[8]、一部の方法は国際無線
障害特別委員会（CISPR）にて国際規格化されている
[8]。分類の仕方もいくつかあるが、表 1 に示すのは、
高周波電流や高周波電力といった他の物理量からルー
プアンテナの磁界アンテナ係数を求める方法（絶対校
正）と、磁界アンテナ係数が既知のループアンテナを
使って、被校正アンテナの磁界アンテナ係数を求める
方法（相対校正）とで分類し、校正に必要な装置類、
測定回数や特徴などが記してある。

今回、NICT で開発した校正法 [4][5] は「相対校正」
に分類される方法であり、磁界アンテナ係数が既知の
ループアンテナを必要とするが、国家標準とのトレー
サビリティを直接的に確保できる、測定が 1 回で済む、
といった利点を有する校正法である。測定回数が少な
いことは、校正の不確かさを小さくする上で不可欠な
要素である。

いま、“磁界アンテナ係数が既知のループアンテナ”
（以下、「標準器」）を送信アンテナとして使用すること
を考える。磁界アンテナ係数は、式（1）で定義したよ

53.510.377log20 10   

3

表 1　ループアンテナの校正法

名称 校正装置 測定
回数 特徴

絶対
校正

TEMセル法

TEMセル
電力計
信号発生器
受信機

1

・�入力電力からTEMセル内を伝搬する磁界の強
度を求める。高周波電力とトレーサブル。
・�被校正アンテナの大きさは、TEMセルの大き
さの制限を受ける。
・測定は 1回でよい。

電流測定法

送信ループ
（熱電対又は電流
プローブ付）
信号発生器
受信機

1

・�エレメントを流れる高周波電流を測定してルー
プより発生した磁界の強度を求める。高周波電
流とトレーサブル。
・�磁界強度は熱電対や電流プローブの耐入力に依
存。
・測定は 1回でよい。

3アンテナ法 アンテナ 3個
VNA 3 ・高周波減衰量とトレーサブル。

・3回の測定が必要。

相対
校正

置換法
送信ループ
標準器
VNA

2

・�標準器と被校正アンテナと寸法が異なる場合に
は補正が必要。
・標準器だけでなく、送信ループの管理が必要。
・2回の測定（比較測定）が必要。

磁界アンテナ係
数法

標準器
VNA 1

・�磁界アンテナ係数が既知のアンテナを磁界発生
用の送信アンテナとして使用。
・測定は 1回でよい。

注）VNA：ベクトル・ネットワーク・アナライザ。信号発生器と受信機の組み合わせでも校正実施可能。
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うに、受信アンテナの特性を表すパラメータであるが、
可逆性を有するアンテナの場合には、送信アンテナと
して使用することができる。

図 2 に示すように、標準器（半径 rTx）から距離 d だ
け離れた場所に、磁界アンテナ係数を求めたい半径
rRx の大きさの円形ループアンテナ（以下、「被校正ア
ンテナ」と記す。）を、ループ面が標準器と平行かつ中
心が一致するように配置する。このとき、ベクトル・
ネットワーク・アナライザ（以下、VNA）を使用して、
標準器と被校正アンテナの間の S21 を測定すれば、被
校正アンテナの磁界アンテナ係数は、次式から決定で
きる。

21aH00
aH

1
)(

2(AUC)
SSTDFZ

KF


   （5）

ただし、
(STD)aHF  ：　標準器の磁界アンテナ係数 [S/m]

  ：角周波数（2 πf ［rad/s］）
0  ：真空の透磁率（4 π × 10 -7 H/m）
0Z  ：測定系の特性インピーダンス（50 Ω）

である。また、  
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 22
  　　（λは波長、c は光の速さ） 

2
Rx

2
Tx

2
0 rrdR   

d  ：標準器と被校正アンテナのループ面間の距離 [m]
Txr  ：標準器のループ半径 [m]
Rxr  ：被校正アンテナのループ半径 [m]

である [9]。dB を使って計算する場合には、

   STDFKSfAUCF MHz
dB

aH10
dB
2110

dB
aH log20log209.45   

 [dB（S/m）]　　（7）

である（導出は付録参照）。

	 校正結果

本稿では、図 3（a）に示す EMI 測定用ループアンテ
ナ（TESEQ 社製、HLA-6210）を校正した結果を示す。
こ の ル ー プ ア ン テ ナ は、 エ レ メ ン ト の 太 さ

 AUC   2.0 cm、半径  Rx r  30 cm のシールデッドループ
アンテナで、プリアンプを内蔵している。

一方、NICT の標準器は、図 3（b）に示すように、
エレメントの太さ STD  3.7 mm、半径  Rx r  5.0 cm の
シールデッドループアンテナ（林栄精器社製、M201 A-
100 R）であり、英国の国家標準を維持管理している
国 立 物 理 学 研 究 所（NPL：National Physical 
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図 2　アンテナ配置と実際の測定の様子
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Laboratory）で校正を受けている。トレーサビリティ
体系図を図 4 に示す。

表 2 は、NICT で校正値を提供している校正点であ
る。NPL は、NICT が提供する全ての校正点を提供
していないため、NPL の校正証明書の値を内挿して
使用している。内挿する際には、周波数 8 MHz を境
に 2 つの回帰曲線を用意し校正値としている。内挿し
たことによる不確かさの大きさについては次章で述べ
る。

測定は、5 面電波暗室内の中央付近で、図 2 に示す
ように、VNA（Rohde & Schwarz 社製 ZNB4）を用い
て、アンテナ間距離は d = 20 cm、金属床面（グラン
ドプレーン）からループエレメントの中心までの高さ
を h = 1.6 m となるようにアンテナを配置して、S21 の
測定を行った。VNA は測定前に Unknown Thru 校正
を行った。

校正結果を図 5（a）に示す。図中、実線で示してい
るのが NICT における校正結果である。破線で示し
ているのは、NPL にて校正した結果である。被校正
ループは、内蔵されたプリアンプの増幅率が、周波数
によって大きく異なるよう設計されており [7]、被校
正アンテナは、周波数に対して、ほぼ一定の磁界アン
テナ係数を有することが判る。NICT の校正結果にお
いて、周波数 8 MHz で不連続が生じているのは、標
準器の校正値を内挿しているためであり、8 MHz を
境目として、内挿に使用する回帰曲線を使い分けてい
るためである。

図 5（b）は、2 つの結果の差異であり、NICT によ
る校正結果から NPL による校正結果を引いた値であ
る。結果を見ると、低周波数帯で約 1.0 dB の差が生
じており、10 MHz 付近で差が最小になるものの、そ
れより高い周波数では、差が再び大きくなる傾向と

  
英国
国立物理学研究所

産業技術総合研究所

依頼者

磁界用ループアンテナ

特定二次標準器

高周波減衰器

常用参照標準器

磁界用ループアンテナ

常用参照標準器

ネットワークアナライザ

常用参照標準器

鋼製巻尺

日本品質保証機構

常用参照標準器

巻尺
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図 4　トレーサビリティ体系図

表 2　被校正ループアンテナの条件及び校正点

被校正ループ
アンテナの条件 周波数範囲 周波数

間　隔
校正
点数

直径 10�cm～ 60�cm
Type-N50�コネクタ

9 kHz～ 19 kHz 1 kHz 11 点

20 kHz～ 150 kHz 5 kHz 26 点

150 kHz～ 1 MHz 50 kHz 17 点

1 MHz～ 30 MHz 0.1MHz 291 点

図 3　被校正ループ及び標準器
(a) 被校正アンテナ、(b) 標準器

  

(b) (a) 

TESEQ 
HLA-6120 

林栄精器 
M201A-100R
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なった。この理由は、次章で述べるように、標準器の
NPL における校正値と、アンテナ間距離 d やループ
半径の測定が原因と考えられる。

	 不確かさ

校正結果に付随する不確かさは、信頼の水準約
95 % を持つと推定される拡張不確かさで表される。
その値の大きさは、以下に述べる複数の要因によって
生じる不確かさを、次式を用いて合成することにより
推定できる [10]。ただし感度係数の大きさは、すべて
1 なので省略して記してある。

              22dB
Tx

2dB
av

2dB
aH

2dB2dB
21aH STD sIuHuFuKuSuAUCFu   

 [dB]　　（8）

ここで、
 (AUC)dB

aHFu  ：被校正器の不確かさ

 dB
21Su  ：S21 測定の不確かさ

 dBKu  ：K の計算値が持つ不確かさ（ KK 10
dB log20  ） 

 (STD)dB
aHFu  ： 標準器の不確かさ。NPL によって発

行された校正証明書に記載された値

 dB
avHu  ： 被校正アンテナへの入射磁界が不均一なこ

とによる不確かさ
 dB

TxIu  ： 標準器のエレメントを流れる電流分布が不
均一なことによる不確かさ

　s：測定のばらつき
である。式（7）にある定数項を求める際に使った値に
ついては、周波数の不確かさは他の不確かさ要因に比
べて無視できる、真空中の透磁率は定義値なので不確
かさは無い、特性インピーダンスの不確かさは S21 測
定の不確かさに含まれるとして扱うことにする。式（8）
の値は、「合成標準不確かさ」と呼ばれる値であるため、
最終的には、包含係数 k = 1.96 を掛けて、信頼の水準
が 95 % の拡張不確かさを求める。ただし、簡単のた
め包含係数は k = 2 として扱い、信頼の水準約 95 %（厳
密には 95.45 %）の拡張不確かさを求める。以下、そ
れぞれの項目について不確かさを見積もった結果、周
波数 30 MHz における不確かさは、表 3（a）の不確か
さバジェット表のとおり見積もられ、信頼水準約
95 % の拡張不確かさは 1.2 dB と見積もられた。

5.1	 　　 ：S21 測定の不確かさ
表 3（b）に示すのは、S21 の測定の不確かさ要因を検

討し合成するために用いたバジェット表である。S21

の測定に使用した VNA について、次の 5 項目を主た
る要因として評価を行った。
（1） リニアリティ
 　VNA の受信部のリニアリティは、図 4 のト

レーサビリティ体系図で示すように、産業技術
総合研究所によって校正が行われた高周波減衰
器（特定二次標準器）を用いて評価した。校正
証明書に記載された産業技術総合研究所による
校正値と、VNA に表示された値との差の最大
値を、不確かさの上限値とした。

（2） VNA を校正した際の不完全性
 　VNA は、校正キットと呼ばれる標準器群を

用いて校正（目盛り合わせ）を行い、VNA 内部
の回路や接続した同軸ケーブルの特性を補正し
てから使用する。今回は、Unknown Thru 校
正と呼ばれる校正法による補正を行っているが、
補正しきれなかった量が、校正の不完全性によ
る不確かさとして残る。VNA の取扱い説明書

（データシート）に記載の残留ソースマッチ
0.1 dB を不確かさとして計上した。確率分布は
不整合不確かさであるので、U 分布とした。

（3） 送受信ケーブル間の信号の漏れ
 　低い周波数において極めて弱い信号を測定す

ること、ループアンテナの構造上、ケーブルの

5

 dB
21Su  

図 5　校正結果の例（TESEQ社製、HLA-6120）
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外皮に信号が漏れる可能性があることから、同
軸ケーブル間で不要な結合が生じ、測定値に影
響を与える可能性がある。この影響として
0.1 dB を不確かさの上限として見積もった。確
率分布は一様分布とした。

（4） SN 比
 　特に周波数が低くなると、ループアンテナ間

の結合が弱くなり、S21 は -100 dB 程度にまで
達する。今回の被校正アンテナは、プリアンプ
を内蔵しているので十分な信号強度を得ること
ができているが、0.1 dB を不確かさの上限とし
て与えた。確率分布は一様分布である。

（5） ケーブルの曲げ延ばしによる測定値の変化
 　ケーブルを曲げ延ばししながら測定を行い、

測定結果の変化を評価した。周波数が低いため、
マイクロ波帯のような変化は生じないことから、
0.1 dB を不確かさの上限として与えた。確率分
布は一様分布である。

以上 5 つの要因の不確かさを、表 3（b）に示すように
合成した結果、S21 の測定の標準不確かさは 0.18 dB
と見積もられた。

5.2	 　　 ：Kの計算値が持つ不確かさ
K を計算する際に生じる不確かさを見積もった結果

を、表 3（c）に示す。これらの値は、式 (6）及びモー
メント法に基づく電磁界数値シミュレーションソフト
NEC2 を使って計算した結果から決定している。例え
ば、（1）距離の不確かさについては、d = 20 cm を入力
して計算した KdB の値と、d = 20 cm－2 mm 及び d = 
20 cm+2 mm として計算した KdB の値との差を不確か
さの大きさとした。同様に、（2）送信ループの半径の
測定の不確かさ（5 cmに対して±2 mm）、（3）受信ルー
プの半径の測定の不確かさ（30 cm に対して± 3 mm）、

（4） 標準器のループ面を被校正アンテナのループ面に
平行に配置することに対する不確かさ（平行を 0°とし
たときに± 5°）、（5）被校正アンテナのループ面を標準
器のループ面に平行に配置することに対する不確かさ

（平行を 0°としたときに± 5°）、（6）標準器及び被校正
アンテナを、同一軸上に配置することに対する不確か
さ（同一軸上に配置できた場合を 0 mm としたときに
± 10 mm）、（7）グランドプレーンの反射の影響（高さ
1.6 m の場合の計算値と自由空間とした場合の計算値
の差を計上）、（8）近似式を使ったことによる不確かさ

（式（A.4）との差を不確かさとして計上）を計算した。
すべての値は、これ以上ずれた値で測定することはな
いという上限 ･ 下限の値を与えていると考え、確率分
布は一様分布として取り扱った。

5.3	 u　　　　 ：標準器の不確かさ
図 4 のトレーサビリティ体系図に示したように、

NICT が維持管理している標準器は、英国 NPL にて
校正されており、NPL によって発行された校正証明
書に記載された校正値と不確かさを基準として NICT
での校正が行われる。校正証明書に書かれた不確かさ
の値は、包含係数を k = 2 として求めた信頼の水準約
95 % の拡張不確かさであることから、校正証明書に
書かれている値を、包含係数 2 で割って標準不確かさ
とする。実際には、1.0 dB なので 0.5 dB を、表 3（a）
に入力した。

5.4	 内挿の不確かさ
NPL によって校正された校正点の値を用いて、そ

れ以外の周波数における磁界アンテナ係数を、内挿に
より求めたことによる不確かさである。図 6（a）は標
準器の NPL による校正結果である。磁界アンテナ係
数の dB 値は、8 MHz 以下では周波数の対数を取った
値に対して直線的に変化することから、回帰曲線とし
て 8 MHz 以下は両対数式（ bfaF  lndB

a  ）、8 MHz
以上は 3 次の多項式（ dcfbfafF  23dB

a  ）を用
いる。それぞれ、周波数における回帰曲線からのずれ
の最大値を不確かさの値とする。ずれは最大値以下に
収まっていることから確率分布は一様分布とする。
図 6（b）は、NPL における校正値の回帰曲線からのず

 dBKu  

 (STD)dB
aHFu  

図 6　標準器の磁界アンテナ係数
(a)NPL による磁界アンテナ係数、(b) 校正値を内挿して得られた値との差
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表 3　不確かさバジェット表
30 MHz, rTx=5 cm, rRx=30 cm, d=20 cm

（a）

不確かさ要因 値
[dB] 確率分布 除数

標準
不確かさ

感度
係数

寄与
[dB] 備考

u（xi） c（xi） ¦c（xi）¦u（xi）
1 S21 0.18 － － 0.18 -1 0.18 表 3（b）参照
2 K 0.14 － － 0.14  1 0.14 表 3（c）参照

3 FaH（STD） 1.00 正規
（k =�2） 2 0.50 -1 0.50 上位校正機関の校正証明書より

4 内挿 0.10 一様 √3 0.06 -1 0.06
5 入射磁界 0.04 一様 √3 0.02  1 0.02
6 電流分布 0.03 一様 √3 0.02  1 0.02
7 ばらつき 0.10 正規 √3 0.06  1 0.06 3 回測定

合成不確かさ 0.56
拡張不確かさ（信頼の水準約 95％） 1.2 包含係数 k =�2

（b）
S21 測定の不確かさ（30 MHz, rTx=5 cm, rRx=30 cm, d=20 cm）

不確かさ要因 値
[dB] 確率分布 除数

標準不確
かさ

感度係
数

寄与
[dB] 備考

u（xi） c（xi） ¦c（xi）¦u（xi）
1 リニアリティ 0.20 一様 √3 0.12 -1 0.12 高周波減衰器による実測値より
2 校正の不完全性 0.10 U √2 0.08  1 0.08 VNAの取扱い説明書より
3 ケーブル間の信号のもれ 0.10 一様 √3 0.06 -1 0.06
4 ＳＮ比 0.10 一様 √3 0.06 -1 0.06 S/N�>�38�dB
5 ケーブルの曲げ延ばし 0.10 一様 √3 0.06  1 0.06

合成不確かさ 0.18

（c）
K の不確かさの算出（30 MHz, rTx=5 cm, rRx=30 cm, d=20 cm）

不確かさ要因 値
[dB] 確率分布 除数

標準不確
かさ

感度係
数

寄与
[dB] 備考

u（xi） c（xi） ¦c（xi）¦u（xi）
1 d 0.17 一様 √3 0.19 1 0.099 d =�20�cm ± 5�mm
2 rTx 0.01 一様 √3 0.39 1 0.006 rTx�=�5�cm ± 2�mm
3 rRx 0.15 一様 √3 0.04 1 0.087 rRx�=�30�cm ± 3�mm
4 θTx 0.04 一様 √3 0.01 1 0.024 θTx�=�0°± 5°
5 θRx 0.03 一様 √3 0.01 1 0.018 θRx�=�0°± 5°
6 l 0.01 一様 √3 0.00 1 0.006 l =�0�mm± 10�mm
7 グランドプレーンの影響 0.01 一様 √3 0.00 1 0.006 h =�1.6�m
8 式（6）の近似 0.01 一様 √3 0.00 1 0.006 式（A.4）による値との比較

合成不確かさ 0.14
アンテナ配置図
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れを dB で示したグラフである。周波数 9 kHz, 10 kHz
では 0.1 dB を超えているが、周波数 40 kHz 以上では、
0.1 dB 以内に収まっているので、不確かさの根拠とし
て 0.1 dB を計上した。

5.5	 ループ面を鎖交する磁界の不均一性による
不確かさ

磁界アンテナ係数は、式（1）で示したように平面波
が入射した場合として定義されており、図 7 に示すよ
うに、磁界強度は一定だが、ループ面に対し位相遅れ
を持ち、その傾向は、受信ループの半径が大きいほど
顕著になる。一方、較正時は、被校正アンテナの極近
傍に対向させて配置した標準器から生じる磁界強度の
平均値を用いており、位相遅れは考慮されていない。
そのため、両者の違いが不確かさとなる。そこで、数
値積分により、位相遅れがあった場合と無かった場合
との差を求め不確かさとする。確率分布は、計算によ
り得られた値が不確かさの上限・下限を与える最悪値
であると考え、一様分布とした。

5.6	 標準器を流れる電流分布による不確かさ
標準器を流れる電流分布は一定であるとの仮定の下

で、K の計算は行われているが、実際には、標準ルー
プアンテナが波長に比べて大きくなるほど、すなわち、
周波数が高くなるにつれて電流分布が生じるため、電
界成分が生じ、被校正アンテナとの間に不要な結合が
生じる。NEC2 を使った数値シミュレーションにより、
電流分布の最大値と最小値の間に所望の電流値が存在
するとして、その差を不確かさと見積もった。得られ
た値が不確かさの上限・下限を与えると考え、確率分
布は一様分布とした。

5.7	 測定のばらつき
繰り返して測定を行った場合に、結果がどの程度ば

らつくか、別の日に測定し直した場合に、同じ測定結
果が得られるかを考慮する。表 3（a）には、3 回測定
した際のばらつき（実験標準偏差）を代入した。校正
結果としては、3 回測定した結果の平均値を採用する
ことから、標準不確かさは、実験標準偏差を測定回数
の平方根（√3）で割った値になる。

以上が、ループアンテナを校正する際に生じる不確か
さの要因であるが、不確かさが大きくなる主たる要因
は、表 3（a）をみると分かるように、標準器の NPL に
よる校正値に付随する不確かさ（0.5 dB）及び K の計算
値が持つ不確かさである。K の計算値の不確かさにつ
いては、表 3（c）を見ると分かるように、アンテナ間
距離の測定、ループ半径の測定の不確かさが支配的で
ある。言い換えると、アンテナ間距離、ループの半径
を正確に測れるようになれば、不確かさは小さくでき
ることになる。距離や半径、すなわち「長さ」の測定に
ついては、今後、改善していく余地が残されている。

	 最高測定能力

最高測定能力とは、NICT が提供する校正結果に付
する最も小さな不確かさのことである。ASNITE 認
定校正では、プリアンプを内蔵していない AUC を対
象とすることもあるので、表 3 で見積もった不確かさ
の値よりも、最高測定能力の値は大きな値になってい
る。磁界用ループアンテナの校正における最高測定能
力を表 4 に示す。被校正アンテナの寸法が小さくなる
と、受信レベル（SN 比）が小さくなり、特に 40 kHz
未満の低い周波数帯では測定が難しくなるため、周波

6

図 7　ループ面を鎖交する磁界の不均一性
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数帯を分けて定めている。受信レベルを改善するため
には、外付けでプリアンプを挿入する等の方法が考え
られるが、被校正アンテナの反射係数が大きい場合に
は、プリアンプの入力部の反射の影響を十分低減する
必要がある。

	 おわりに

周波数 30 MHz 以下の放射妨害波測定に用いるルー
プアンテの校正について、近年、NICT が開発した校
正方法について解説した。開発した方法は、従来、送
信ループアンテナのエレメントを流れる高周波電流を
測定していた方法に代わり、送信アンテナに入射する
電力を測定すれば、磁界強度を決定できる方法であり、
高周波電流を測定するために使う熱電対や電流センサ
の校正が不要である。また、送信アンテナの特性は、
受信アンテナとして動作させたときの磁界アンテナ係
数を使うため、上位校正機関とのトレーサビリティの
確保が容易、標準器として維持管理する設備が最小限
で済むといった特長を持った方法である。

NICT では、近年の 30 MHz 以下の電波利用の多様
化・多目的化に対応するために、無線設備の試験だけ
でなく放射妨害波測定（EMI 測定）にも使用できるよ
う、ISO/IEC17025 規格を満たしていることを証明す
る ASNITE 認定を取得し、国際的にも通用する校正
値の提供を開始した。今後も様々な利用形態が開発さ
れることが予想されるため、高精度なループアンテナ
の校正サービスへの需要は高まるものと思われる。

【付録】　式（5）の導出
図 2 に示す標準器のコネクタ部に、入射電力 inP  （ア

ンテナで消費される電力ではなく入射する電力）を入
射したとき、標準器のループエレメントの給電ギャッ
プ部に流れる電流 TxI  は、標準器の磁界アンテナ係数

(STD)aHF  を用いて、

inPSTDFSZ
I

)(
2

aHTx00
Tx 
   （A.1）

から求めることができる。ただし、ω は角周波数（= 
2 πf ）、µ0 は真空中の透磁率（= 4 π ⋅ 10－7 H/m）、Z0

は信号源及び受信機の入力インピーダンス（= 50 Ω）、

TxS  は標準器のループアンテナの面積である。
いま、図 2 に示すように、標準器から距離 d だけ離

れた場所に、いまから磁界アンテナ係数を求めたい
ループアンテナ（以下、「被校正アンテナ」と記す。）を、
ループ面が標準ループアンテナと平行かつ中心が一致
するように配置する。このとき、送信ループエレメン
トに流れる電流 ITx が一定であると仮定すると、被校
正アンテナのループ面を鎖交する磁界の強度の平均値
Hav は次式を用いて求めることができる [1]–[6][9]。

KSIH TxTxav    （A.2）

したがって、式（A.1）を代入すれば、

inPSTDFZ
KH

)(
2

aH00
av 
   （A.3）

を得る。ここで、K は 2 つのループアンテナ間の磁界
成分による結合を表した値であり、

  


Tx Rx
TxRx

RxTx
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 4
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C C

jkR
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   （A.4）

で与えられる。ここで TxS  は標準器のループ面積、 RxS  
は受信ループアンテナのループ面積、R は、ループエ
レメント上の線素ベクトル RxTx d ,d ll  の間の距離である。
この積分は、円形ループだけでなく、方形や三角形と
いった形状のループアンテナに適用でき、コンピュー
タを使った数値計算により簡単に行うことができる。

もし、標準器、被校正アンテナとも、それぞれ半径
RxTx   , rr  の 円 形 の ル ー プ ア ン テ ナ で あ り、 条 件

0.10 kR  及び 1612
0RxTx Rrr  を満足する場合には、
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ただし、
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 22
   （λは波長、c は光の速さ）

と近似でき、本文中の式（6）が得られる [9]。得られた
Hav と被校正アンテナに接続された受信機で測定した
受信電圧 V を、式（1）に代入すれば、被校正アンテナ

7

表 4　最高測定能力

DUTのループ半径
周波数範囲

9 kHz 以上
～ 40 kHz 未満

40 kHz 以上
～ 30 MHz 以下

5 cm以上
～ 10 cm未満 1.6 dB 1.4 dB

10 cm以上
～ 20 cm未満 1.4 dB 1.4 dB

20 cm以上
～ 30 cm以下 1.4 dB 1.4 dB
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の磁界アンテナ係数を求める式は、次式で表せる。

V
P

STDFZ
KF in

)(
2(AUC)

aH00
aH 

   （A.6）

この式は、信号発生器と受信機が、それぞれ個別に
用意してある場合の式であるが、図 2 に示すように、
VNA を使って校正する場合、標準器と接続する信号
発生側のポートの反射係数 G  、被校正アンテナと接
続する受信側のポートの反射 L  は、どちらも 0 と見
なせるので、

in1 Pa    （A.7）

VVb
L





 0

2

L
1

  （A.8）

となり、

in1

2
21 P

V
a
bS    （A.9）

であるため、式（A.6）は、

21aH00
aH

1
)(

2(AUC)
SSTDFZ

KF


   （A.10）

となり、本文中の式（5）を得る。dB を使って求める
には、両辺の常用対数をとって 20 倍（20 log10）し、

   STDFKSfAUCF MHz
dB

aH10
dB
2110

dB
aH log20log209.45   

 （A.11）

となる。ここで、式（A.11）の定数項は、

   
MHz10

MHz107610
00

10

log209.45

log20
50104102

2log202log20

f

f
Z






    

 （A.12）

から求めた値であり、 MHzf  
  

は単位を MHz としたとき
の周波数である。
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